
                                    令和６年 12 月 

可児市競争入札参加者心得 

 

可児市の競争入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）は、次に掲げる事項

を承知のうえ、入札に参加してください。 

 

１．一般的事項 

 (1) 入札は、厳正に行ってください。 

 (2) 入札執行前に談合情報があった場合は、当該入札を中止又は延期した上で、指名替え、

追加指名、くじによる入札に参加できる者の削減、入札方法の変更等の措置を講じることが

あります。 

(3) 談合情報どおりの開札結果となった場合は、談合の事実の有無にかかわらず、契約の締

結をしないことがあります。なお、この場合は、原則として指名替えのうえ、改めて入札を

行うものとします。 

(4) 予定価格を事前に公表している案件において、見積もった契約希望金額が予定価格を超

える場合は、入札を辞退してください。なお、この場合に、予定価格を超える金額で入札書

を提出したものは、不誠実な行為として入札参加資格停止の措置を行うことがあります。 

 

２．入札参加資格に関する事項  

（1) 地方自治法施行令(昭和２２年政令第１６号)第１６７条の４の規定に該当しない者で

あること。 

(2) 可児市競争入札参加資格者名簿に登載されていること。 

(3) 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申し立てをした者にあ  

    っては、更生計画認可の決定を受けていること。 

(4) 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく民事再生手続開始の申し立てをした者  

にあっては、再生計画認可の決定を受けていること。 

(5) 建設工事においては、入札の公告又は指名通知日から開札日までの期間に、可児市建設

工事請負契約に係る指名停止措置要領 （平成 3 年可児市訓令甲第 2 号。以下「指名停止

措置要領」という。）に基づく指名停止又は建設業法第 28 条の規定による営業停止の処分

を受けていないこと。 

(6) 可児市が行う契約からの暴力団排除に関する措置要綱(平成 22 年可児市訓令甲第 47 号) 

に基づく指名停止措置を、開札日までに受けていないこと。又は同要綱別表に 

掲げる排除措置要件に該当しないこと。 

(7) 建設工事においては、本工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本若しくは

人事面において関連がある建設業者でないこと。 

(8) 入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと。な 

お、関係ある場合に、辞退する者を決めることを目的に当事者間で連絡を取ることは、談 

合等不正な行為とはみなしません。 



①資本関係 

以下のいずれかに該当する場合。ただし、子会社又は子会社の一方が民事再生法の規定  

による再生手続開始の決定又は会社更生法の規定による更生手続開始の決定を受けた会

社である場合は除きます。 

ア 親会社と子会社の関係 

イ 親会社を同じくする子会社同士の関係 

②人的関係 

以下のいずれかに該当する場合。ただし、アについては、会社の一方が更生会社又は再 

生手続が存続中の会社である場合を除きます。 

ア 一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

イ 一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている場合 

③上記①②と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合 

④その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 

 (9) 建設工事においては、建設業法に規定する許可業種のうち、本工事に該当する業種の建

設業の許可を受けていること。 

(10) 建設工事においては、以下に定める届出の義務を履行していること。 

   ア 健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 48 条の規定による届出の義務 

   イ 厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第 27 条の規定による届出の義務 

   ウ 雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第７条の規定による届出の義務 

(11) 建設工事においては、対象工事に建設業法第 19 条の 2 に基づく現場代理人を置くとと

もに、同法第 26 条の規定に従い、この工事に対応する主任技術者又は監理技術者を適切

に施工現場に配置し、所定の工期内に安全に施工できること。ただし、現場代理人は主任

技術者又は監理技術者と兼ねることができます。 

(12) 建設工事においては、本工事に従事する専任の主任技術者又は監理技術者は、本件の入

札参加申請の受付最終日以前に３か月以上の恒常的な雇用関係にある者であること。ただ

し、合併、営業譲渡又は会社分割による所属企業の変更があった場合、緊急の必要その他

やむを得ない事情が ある場合については、３か月に満たない場合であっても恒常的な雇

用関係にあるものとみなします。 

 

３．入札関係書類の受領等 

 (1) 入札の参加者は、入札の公告又は指名の通知があった場合は、速やかに入札関係書類を

インターネットを利用して閲覧し、熟知のうえ入札に参加してください。 

(2) 仕様書等に不明な点がある場合は、関係職員に説明を求めることができます。 

 

４．入札保証金 

(1) 入札参加者は、入札執行前に、見積もった契約金額（消費税及び地方消費税相当額を含

んだ額）の 100 分の５以上の額の入札保証金を納付し、又はこれに代える担保を提供しな

ければなりません。ただし、入札保証金の納付を免除された場合は、この限りではありま

せん。 

(2) 入札保証金の全部又は一部を免除する場合は、一般競争入札にあっては公告により、指

名競争入札にあっては指名通知書により明示します。 



５．入札執行 

 (1) 入札参加者は、入札の公告又は指名通知書に記載のある指定の日時及び場所において

入札書（別記様式第１号に準じて作成）を提出してください。なお、指定した時刻までに

入札会場に入場しない者は、失格とし、その入札に参加することはできません。ただし、

郵便入札又は電子入札の場合は、この限りではありません。 

(2) 入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約希望金額から消費税及び地方消費税に相当する額を減じた金額

（税抜き金額）を入札書に記載してください。 

 ※消費税込みの金額を記載するよう仕様書に定めている場合は、消費税込みの金額を記載

してください。 

(3) 入札書は、鉛筆その他消えやすい用具を使わず楷書で丁寧に記入してください。 

(4) 入札書に記載する金額は、アラビア数字（１,２,３,・・・）を用いて正確に記入し、

金額の頭書には、￥の記号を付けてください。また、誤って記入したときは、入札金額を

訂正しないで新しい入札書を使用してください。 

(5) 入札参加者は、入札書を１件につき１通、必要事項を漏れなく記入のうえ、別記様式第

２号に準じて作成した封筒にいれて封緘し、提出してください。 

(6) 電子入札の場合は、入札書を電子的方法により作成し、市が指定した方法により到着期

限日時までに送信してください。 

(7) 一度提出した入札書を書き換え、引き換え、又は撤回することはできません。電子入札

による場合は、一度送信された入札希望金額を撤回することはできません。 

 

６．委任状 

 (1) 入札参加者（代表者又は営業所などの長）に代って代理人が入札する場合は、必ず別記

様式第３号に準じた委任状（入札参加者及び代理人双方の印があるもの）を入札書と併せ

て提出してください。 

 (2) 同日に執行される数件の入札に代理人が参加する場合は、それらの入札に関する権限

の委任を一枚の委任状にまとめても差し支えありません。 

(3) 入札書は別記様式第 1 号に準じて、入札参加者の所在地、商号又は名称のほか、代理人

が記名押印して作成してください。また、入札参加者本人の押印はなくても差し支えあり

ません。なお、封筒の封緘も代理人の印で差し支えありません。 

(4) 郵便入札及び電子入札においては、代理人による入札はすることができないので注意

してください。 

 

７．無効とする入札 

  次の各号のいずれかに該当する場合は、当該入札を無効とします。 

  ① 入札者の資格を有しない者が入札をしたとき。 

  ② 入札保証金を免除した場合を除き、定められた額の入札保証金が納付されていないとき。 

  ③ 入札書に記名押印のないとき（電子入札の場合は、電子認証を受けていないとき。）、又

は記載内容が明らかでないとき。 

  ④ 入札事項を表示せず、又は一定の金額をもって価格を表示しないとき。 

  ⑤ 入札者が同一事項に対し、２以上の入札をしたとき。 



  ⑥ 入札者が他人の代理をし、又は代理人が他人の代理を兼ねたとき。 

  ⑦ 入札に関し、談合等の不正行為があったとき。 

  ⑧ 工事費内訳書の提出を求めた場合で、同内訳書を提出しなかったとき。 

  ⑨ 入札書の金額が訂正してあるとき。 

  ⑩ その他、契約担当者があらかじめ指定した事項に違反したとき。 

 

８．入札の中止等 

(1) 入札参加者が連合し、又は不穏な行動をする等入札を公正に執行できないと認められる

ときは、その者を競争に参加させず、又は入札の執行を延期し、若しくは取り止める場合が

あります。 

 (2) 競争入札に参加する者が１者だけの場合は、その競争を中止することがあります。 

 (3) 天災その他やむをえない理由により入札又は開札を中止することがあります。 

 (4) これらの場合の損害は、入札参加者の負担とします。 

 

９．入札の辞退 

 (1) 指名を受けた者は、入札執行の完了に至るまでは、いつでも入札を辞退することができ

ます。 

 (2) 指名を受けた者は、入札を辞退するときは、その旨を次に掲げるところにより書面にて

提出してください。ただし、電子入札による場合は、辞退届を電子入札システムにより提出

するものとします。 

  ア 入札執行前にあっては、入札辞退届（別記様式第４号に準じて作成）を管財検査課に提

出してください。なお、緊急により、あらかじめ書面で入札辞退届を提出できない場合に

は、辞退する旨を連絡することでこれに代えることができますが、速やかに、入札辞退届

を書面により提出してください。 

  イ 入札執行中にあっては、入札辞退届又はその旨を明記した入札書を入札担当職員に提出

してください。 

(3) 入札を辞退した者は、これを理由として以後の指名等について不利益な取扱いを受ける

ものではありません。 

(4) 辞退届は、提出後に撤回することはできません。 

 

１０．開札 

 (1) 開札は、入札場所において入札終了後直ちに入札者の立会いのもとで行います。入札者

が開札に立会わないときは、入札事務に関係のない職員が立会います。ただし、電子入札に

よる場合で、入札事務が公正かつ適正に行われると認められる場合は、立会いをせず行うこ

とができます。 

 (2) 開札にあたっては、契約の目的により、原則として最低又は最高の価格をもって申込み

をした者とその価格のみを発表しますので、内容に疑義のある方は即刻申し出てください。 

 

１１．再度入札 

 (1) 開札の結果、落札者がない場合は、直ちに再度入札を行います。 

 (2) 再度入札は、原則として１回（最初の入札から数えて２回目）までとします。ただし、



入札執行者が必要と認めたときは２回目の再度入札（最初の入札から数えて３回目）を行う

場合があります。 

 (3) 入札が無効になった者及び最低制限価格を設けた入札において最低制限価格より低い価

格による入札をした者は、その後の再度入札に参加できません。 

 (4) 再度入札を辞退される場合は、辞退の旨を記載した入札書を提出してください。なお、

口頭での辞退も可とします。 

 (5) 再度入札において、前回最低入札価格と同価格以上で入札した者は、次回再度入札に参

加できません。 

 (6) 予定価格を事前に公表した入札にあっては、再度入札は行いません。 

 

１２．落札者の決定 

 (1) 入札を行ったもののうち、契約の目的に応じて、予定価格の制限の範囲内で最高又は最

低の価格をもって入札した者を落札者とします。ただし、市の支出の原因となる契約のうち

工事又は製造の請負の契約に係る入札で、その者により当該契約の内容に適合した履行がさ

れないこととなるおそれがあると認められるとき又はその者と契約することが公正な取引

の秩序を乱すこととなるおそれがあるなど、契約の相手方として著しく不適当であると認め

られるときは、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他

の者のうち、最低の価格をもって入札した者を落札者とします。 

 (2) 低入札価格調査基準価格が設けてある場合で、基準価格を下回った入札があった場合は、

次のとおり低入札価格調査要領に基づいて調査を行うため、落札者の決定通知は後日としま

す。なお、低入札価格調査基準価格を設ける場合は、一般競争入札にあっては公告により、

指名競争入札にあっては指名通知書により明記します。 

  ① 基準価格に満たない入札があった場合は、落札者の決定を保留します。 

  ② 市は、基準価格を下回った入札額で契約内容に適合した工事がなされるかどうか調査し

ます。 

  ③ 最低価格入札者は、資料の提出及び市の調査に応じなければなりません。 

  ④ 調査の結果、契約内容に適合した工事がされると認めた場合は、最低価格入札者を落札

者と決定します。 

  ⑤ 調査の結果、契約内容に適合した工事がされない恐れがあると認めた場合は、最低価格

入札者を落札者とせず、予定価格の範囲内で次順位の者を落札者とします。ただし、次順

位者の入札額が基準価格を下回っている場合は、②～④の例により落札者を決定します。 

  ⑥ 結果については、当該入札に参加した全員に決定後連絡します。 

 (3) 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に、消費税及び地方消費税の金額を加

算した金額（１円未満の端数が生じた場合は、その端数金額を切り捨てた金額）をもって契

約金額とします。 

 

１３．落札者となるべき同価の入札をした者が２者以上ある場合の落札者の決定 

  落札となるべき同価の入札をした者が、２者以上あるときは、直ちに当該入札者によるくじ

引きで落札者を決定します。この場合、くじ引きを辞退することはできません。もし、くじを

引かないものがある場合においては、入札事務に関係のない職員にくじを引かせて落札者を決

定します。 



 

１４．契約書の提出 

 (1) 落札者は、契約担当者から交付された契約書の案に記名・押印し、仕様書、図面等とと

もに「袋とじ」した上、落札決定の日から７日以内に契約書及び指定された添付書類を管財

検査課へ提出してください。ただし、やむを得ない理由があると認められる場合は、その期

間を延長することがあります。 

 (2) 落札者が特別な理由もなく前項に規定する期日までに契約書を提出しない場合は、その

落札を無効とすることがあります。 

 (3) 契約担当者は、契約書の提出があったときは、当該契約書に市長名で記名押印し、１部

を落札者に返付します。 

 

１５．契約の保証 

落札者は、請負金額が 500 万円以上の工事請負契約には、契約保証金を納付しなければなり

ません。ただし、契約保証金に代わる担保としての有価証券（国債、銀行小切手、地方債等）、

金融機関若しくは前払保証事業会社の保証又は公共工事履行保証証券（付保割合の低いもの）

の保証をもって契約保証金の納付に代えることができます。 

また、公共工事履行保証証券（付保割合の高いもの）による保証を付し、又は履行保証保険

契約の締結を行った場合は、契約保証金の納付を免除します。 

 

１６．議会の議決を必要とする契約の締結 

 (1) 議会の議決を経なければ締結できない契約（予定価格が１億５千万円以上の工事又は製

造の請負及び２千万円以上の物品の買い入れ）は、落札の決定を受けた日から７日以内に仮

契約書及び指定された添付書類を管財検査課に提出してください。 

 (2) 前項の仮契約を締結した場合は、議会議決日をもって本契約日とします。 

 (3) 議会の議決を得られなかったときは、当該仮契約は失効します。 

 

１７．異議の申立て 

入札参加者は、入札後この心得その他入札条件の不知又は不明を理由に、異議を申し立てる

ことができません。 

 

１８．随意契約への準用 

  この心得は、随意契約の場合にも準用します。 

 

１９．その他 

  この心得は、指名競争入札について定めたものであり、一般競争入札の取扱いについては、

公告等が優先します。 

  


